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環境技術実証事業実施要領の見直し（案） 

 
現状、国内ＥＴＶの実態に可能な限り合わせた形でＩＳＯ規格が作成されるよう積極的な働き

かけを行っているところであるが、既存の規格との整合性など、ＩＳＯの趣旨に合致しない点等

については、国内対応の方向性を検討していく必要が生じている。 

しかしながら、事業体制等の変更には一定の期間がかかるとともに、ＩＳＯの正式発行は平成

28 年３月の予定であり、ＩＳＯ－ＷＧドラフトと国内ＥＴＶとの間で相違がある事項については

十分な議論を行うことが肝要と考えられるため、平成 26年度事業実施要領上での対応は最小限に

留め（→資料４－２参照）、27年度以降の事業実施要領改定に向けた継続課題とする。 

参考として、第２回運営委員会配布資料に掲載したＩＳＯ－ＷＧドラフトと平成 25 年度事業実

施要領の相違点、及び 27年度以降の事業実施要領改定に当たっての論点（案）を次ページ以降に

示す。 

 

資料４-１ 
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参考表 ＩＳＯ－ＷＧドラフトと H25 事業実施要領の相違点と、Ｈ27 以降の事業実施要領改定に当たっての論点（案） 

（第２回運営委員会配布資料における掲載情報） 
項目 ISOWG ﾄﾞﾗﾌﾄの記述概要 H25事業実施要領 相違点 27年度以降の事業実施要領改定に

当たっての論点(案) 
1. Scope ･ 本 国 際 標 準 は ､ ETV の 実 施

(verification organization)に係るｱﾌﾟ

ﾛｰﾁとｽﾃｯﾌﾟを明らかにするもの 
･本標準は､ETVのﾌﾟﾛｾｽの原則と要

件を示すとともに､環境技術のﾊﾟﾌ

ｫｰﾏﾝｽを実証する主体に対して指

針を表す 

- - - 

2. Normative 
references 

以下の参考文書は､本文書の利用に

おいては必須文書である｡(具体的

な文書名は｢今後追加予定｣とされ

ている) 

【第 4 章 2.実証機関選定の観点】 
JISQ9001(ISO9001)｢品質ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽ

ﾃ ﾑ 要 求 事 項 ｣ ､

JISQ17025(ISO/IEC17025) ｢ 試験 所

及び校正機関の能力に関する一般

的要求事項｣等に準拠した品質管理

ｼｽﾃﾑを構築していること 

･ISOWG ﾄﾞﾗﾌﾄでは､実証機関の要

件に関して参照すべき(shall refer)
文書として､ISO17020｢検査を実施

する各種機関の運営に関する要求

事項｣がﾘｽﾄｱｯﾌﾟされる可能性が高

い｡ 
･ “shall refer” の 場 合 ､必 ず し も

ISO17020 の認定を受ける必要は

ないが､その要求事項に従ってい

ることを実証機関(外部委託先を

含む)が｢自己宣言｣する必要が生

じることになる｡ 

以下の論点が挙げられる｡ 
1)実証機関選定の観点に ISO17020
を追加することが可能か? 

2)外部委託先に対し､同様の対応を

求めることが可能か? 
これらについては､ISOWG ﾄﾞﾗﾌﾄへ

の対応として最大の肝となる論点

であると考えられるので､性急な事

業実施要領の改訂は行わず､次年度

以降､国内対応の方向性について十

分な議論を行うこととしてはどう

か｡ 
3. Terms and 
definitions 
3.1 analytical 
laboratory 
3.19 test body  
3.21 
verification 
organization 

･analytical laboratory:ﾃｽﾄの実施から

得られるｻﾝﾌﾟﾙの分析を行う試験

機関(test body) 
･test body:実証試験計画のﾊﾟﾗﾒｰﾀと

要件に従い､環境技術のﾃｽﾄの実施

と報告に関する責任を負う法人 
･verification organization:環境技術

実証を行う法人 

【第 1 章 4.実証機関(2)】 
実証機関は､実証試験要領案の作

成､実証手数料の詳細額の設定及び

徴収(手数料徴収体制の分野に限

る｡)､実証対象技術の企業等からの

公募､実証対象とする技術の設定･

審査､実証試験計画の策定､技術の

実証(実証試験の実施等)､実証試験

結果報告書の作成､実証試験結果報

告書の環境省への報告並びにﾛｺﾞﾏｰ

ｸ及び実証番号の交付事務を行う｡ 

- 
(ﾃｽﾄ機関､分析ﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰ､実証機関の

独立性については特段規定がない

ため､同一の機関が兼ねることがで

きるものと認識) 

- 
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項目 ISOWG ﾄﾞﾗﾌﾄの記述概要 H25事業実施要領 相違点 27年度以降の事業実施要領改定に
当たっての論点(案) 

3.2 applicant ETV ﾌﾟﾛｾｽを通じて実証される技術

を提出する､ﾒｰｶｰやﾒｰｶｰの正式な代

理人であることができる法人 

【総則 3.実施体制】 
技術実証を受けることを申請する

者(開発者､販売店等) 
※実証試験要領でより詳細に規定

している分野あり(地中熱ﾋｰﾄ分

野の例) 
(1)実証対象となる｢ (A)ｼｽﾃﾑ全

体｣､｢(B)地中熱･下水等専用ﾋｰ

ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ｣､｢(C)地中熱交換部｣の

製造･施工等を行っている事業

者 (ただし､上記 (C)について

は､｢地中熱交換器製造業者｣及

び｢地中熱交換井施工業者｣に

限る) 
(2)上記(A)-(C)の販売事業者(販売

代理店を含む) 
(3)上記(A)､(C)を含むﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ空

調ｼｽﾃﾑを導入している法人又

は個人 
※ただし､上記(2)､(3)について

は､製造･施工業者等から実

証申請の許諾を得ており､か

つ実証試験の実施にあたり

必要な情報や製品､人員等を

入手可能な体制を有してい

る者に限る｡) 

定義に当たっての若干の表現の違

いがある｡ 
ISOWG ﾄﾞﾗﾌﾄの規定に合わせて表

現を修正すべきか? 
(分野別実証試験要領の規定は､

ISOWG ﾄﾞﾗﾌﾄの規定を逸脱してお

らず､より具体化したものと位置づ

けることができると思われるため､

特段改訂する必要はないと考えら

れる) 

3.8 
environmental 
technology 

環境付加価値をもたらし､および/
または環境ﾊﾟﾗﾒｰﾀを測定するため

の製品､工程またはｻｰﾋﾞｽ 

【序 総則】 
･中小水力発電技術分野 
･地球温暖化対策技術分野(照明用ｴ

ﾈﾙｷﾞｰ低減技術) 
･自然地域ﾄｲﾚし尿処理技術分野 
･有機性排水処理技術分野 

･H25 事業実施要領中では､特段環

境技術の定義はなされていない｡ 
･ISOWG ﾄﾞﾗﾌﾄ中で環境技術の定義

が広く取られることにより､国内

技術の海外進出機会を増やすこと

ができる一方､これまでの国内

･ISOWG ﾄﾞﾗﾌﾄの規定に合わせて環

境技術を定義すべきか? 
･予め対象技術分野を定める､との

事業ｽｷｰﾑを維持すべきか? 
→これについては､以下に例示す

る選択肢等が想定されるが､こ



4 
 

項目 ISOWG ﾄﾞﾗﾌﾄの記述概要 H25事業実施要領 相違点 27年度以降の事業実施要領改定に
当たっての論点(案) 

･閉鎖性海域における水環境改善技

術分野 
･湖沼等水質浄化技術分野 
･ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ対策技術分野(建築物外

皮による空調負荷低減等技術) 
･ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ対策技術分野(地中熱･

下水等を利用したﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ空調ｼｽ

ﾃﾑ) 
･VOC 等簡易測定技術分野 

ETV でｶﾊﾞｰされない技術(省ｴﾈ家

電､自動車等)が流入してくるおそ

れがある｡ 
･一方、 

1)現状の海外ETV制度における実

証済技術では(参考資料 1 参照)､
国内市場に大きな影響を与える

おそれがあるものは特に見当た

らないこと 
2)省ｴﾈ家電や自動車等については

本規格と別 ﾙ ｰ ﾄで規格化等

(例:energy star)の議論が進んで

お り ､ こ れ ら の 規 格 等 と

ISO-ETV のどちらが選ばれるか

は市場原理により選択されるこ

と に な る ｡ こ の 場 合 ､ 現 状

ISO-ETV が優位となる可能性は

小さいと想定されること 
から､海外で上記に該当するよう

な技術の実証が行われた場合に対

抗措置の可能性を検討する､との

対応でも十分対抗できるものとも

考えられる｡ 

れらの中からどの方向性を採用

するかについては､早急に結論

を得ることが困難である場合､

次年度以降､十分な議論を行う

こととしてはどうか｡ 
1)対象技術分野を限定せずに実

証対象技術を公募し､その中

から実証試験要領を策定済､

または拡充することにより実

証試験が可能な技術を選定す

る(※実証試験要領の拡充に

どの程度注力するかによっ

て､いくつかのﾊﾞﾘｭｴｰｼｮﾝあ

り)｡ 
2)予め対象技術分野を定める方

針を継続する｡ 
等 

3.20 
verification 

(事務局注:実証試験に係る)要件を

満たしていることを､客観的証拠の

検討を通じて確認すること 

【総則 2. ｢実証｣の定義】 
本実証事業において｢実証｣とは､

環境技術の開発者でも利用者でも

ない第三者機関が､環境技術の環境

保全効果等を試験等に基づき客観

的なﾃﾞｰﾀとして示すことをいう｡ 
｢実証｣は､一定の判断基準を設け

て､この基準に対する適合性を判定

する｢認証｣とは異なる｡ 

- - 
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項目 ISOWG ﾄﾞﾗﾌﾄの記述概要 H25事業実施要領 相違点 27年度以降の事業実施要領改定に
当たっての論点(案) 

3.23 
verification 
report 

背景､環境技術の説明､ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽｸﾚｰ

ﾑ､実証項目､実証試験計画､ﾃｽﾄ結果

を含む､ETV のすべてのｽﾃｯﾌﾟを説

明する文書 

【第 9 章 実証試験結果報告書の作

成 1.】 
･･･実証試験要領に規定する実証試

験結果報告書の内容･様式に従

い､･･･ 
※有機性排水分野の例 

実証試験結果報告書には以下の

内容が記載されなければならな

い｡ 
 全体概要 
 導入と背景 
 実証対象技術及び実証対象機

器の概要 
･実証対象技術の原理と機器構

成 
･実証対象技術の仕様と処理能

力 
 実証試験実施場所の概要 
･事業状況 
･排水の状況 
･実証対象技術の配置 
 実証試験の方法と実施状況 
･実証試験全体の実施日程表 
･監視項目 
･水質等実証項目 
･運転及び維持管理項目 
 実証試験結果と検討 
･監視項目 
･水質等実証項目 
･運転及び維持管理項目 
･異常値についての報告 
･結果のまとめ 

- 
(･ISOWG ﾄﾞﾗﾌﾄに対応させて､事業

実施要領上で規定するという方法

も考えられるが､その場合各分野

の特性を踏まえた記述がしにく

い｡ 
･実証試験結果報告書に記載すべき

内容が事業実施要領と分野別実証

試験要領に分かれて記載されてい

ると､実証機関にとっては扱いに

くい｡) 

引き続き分野別実証試験要領に一

元化して規定すべきか? 
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項目 ISOWG ﾄﾞﾗﾌﾄの記述概要 H25事業実施要領 相違点 27年度以降の事業実施要領改定に
当たっての論点(案) 

 付録 
･ﾃﾞｰﾀの品質管理 
･品質管理ｼｽﾃﾑの監査 

3.24 
verification 
statement 

実証項目と環境付加価値､実証試験

結果報告書の概要､関連するすべて

の追加情報を含む環境技術の実証

に関する確認文書 

- 
(事業実施要領に規定しない独自の

取組として､広報資料を作成 
※内容 
Ⅰ.はじめに 
Ⅱ.用語の解説 
Ⅲ.(技術分野名)と実証試験の方

法について(平成○○年度) 
■(技術分野名)とは? 
■(従来技術)と(技術分野名)の
違いについて 

■実証試験の概要 
■実証項目について 

Ⅳ.平成○○年度実証試験結果に

ついて 
Ⅴ.これまでの実証対象技術一覧 
Ⅵ.｢環境技術実証事業｣について) 

- 事業実施要領中で､広報資料の作成

やその内容について規定すべきか? 

5.1 General 環境技術のﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽｸﾚｰﾑは､実証機

関により管理されたﾌﾟﾛｾｽを通じて

実証される｡ﾌﾟﾛｾｽは､最低限以下の

要素(elements)を含まなければなら

ない｡ 
･申請 
･申請内容のﾚﾋﾞｭｰ 
･契約関係のﾚﾋﾞｭｰ 
･実証の適格性､妥当性を評価する

た め の 技 術 の 最 初 の 評 価
(assessment) 

･ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽｸﾚｰﾑｸﾚｰﾑの定義(実証項

目の設定を含む) 

第 2 章 対象技術分野の設定 
第 3 章 実証運営機関の選定 
第 4 章 実証機関の選定 
第 5 章 実証試験要領の策定又は改

定 
第 6 章 実証の対象技術の選定 
第 7 章 実証試験計画の策定 
第 8 章 実証試験の実施 
第 9 章 実証試験結果報告書の作成 
※既存のﾃｽﾄﾃﾞｰﾀの評価や全ﾃﾞｰﾀの

評価等については､分野別実証試

験要領上で規定 

- - 
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項目 ISOWG ﾄﾞﾗﾌﾄの記述概要 H25事業実施要領 相違点 27年度以降の事業実施要領改定に
当たっての論点(案) 

･実証試験計画(実証試験要領)の作

成 
･既存のﾃｽﾄﾃﾞｰﾀの評価 
･既存のﾃｽﾄﾃﾞｰﾀがﾃｽﾄ要件を満たさ

ない場合のﾃｽﾄ計画 
･ﾃｽﾄ実施 
･ﾃｽﾄ報告書の作成 
･全ﾃﾞｰﾀの評価(assessment)と実証 
･ﾚﾎﾟｰﾃｨﾝｸﾞ 
･公表 
･実証後の対応(post-verification) 
注:上記の ETV ﾌﾟﾛｾｽの要素がどの

ように実施されるか､その順序は

各国の ETV ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑにより決め

られる｡ 
5.2 Main 
processes and 
elements of 
ETV 

(典型的な ETV ﾌﾟﾛｾｽにおける 5 つ

の主要ﾌﾟﾛｾｽ(1.申請､2.事前実証､3.
実証､4.実証後の対応､5.再検証)と
関連する要素を提示) 

   

6.1 
Application 
Process 
6.1.1 
Application 
requirements 

<実証申請者に対し提供を求める必

要がある(shall)情報> 
a)申請者と実証機関の間の法的拘

束力のある合意 
b)技術や実証のｽｺｰﾌﾟ 
c)申請者の組織に関する情報(名称､

所在地等) 
d)実証試験計画(実証試験要領)の適

合性(Conformity)に影響を与える

ことになる､ｱｳﾄｿｰｽされるﾌﾟﾛｾｽ

に関する情報 
e)申請者が実証を求めている基準

や要件 

【第 6 章 1.対象技術の選定手続】 
実証申請書の内容は､実証試験要領

において定めることとする｡ 
※自然地域ﾄｲﾚ分野の例 

(1)実証試験地(候補)に関する情

報 
1)所在地 
2)自然環境条件 
3)ﾄｲﾚ設置に必要なｲﾝﾌﾗ整備条

件 
4)利用条件 

(2)装置に関する情報 
1)装置の技術概要および特徴 

ISOWG ﾄﾞﾗﾌﾄに従う場合､実証試験

計画の内容に関する合意文書につ

いて､実証申請者と実証機関の双方

向の契約文書とする必要が生じる

ことになる｡ 

1)双方向の契約文書に変更すべき

か? 
2)事業実施要領上での既定が必要

か?(現行の事業実施要領でも規

定していない些少な事務事項で

あるため､敢えて既定する必要は

ない､とも考えられる) 
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項目 ISOWG ﾄﾞﾗﾌﾄの記述概要 H25事業実施要領 相違点 27年度以降の事業実施要領改定に
当たっての論点(案) 

6.1.1.1 
Description of 
the 
technology 

<含める必要がある(shall)事項> 
a)ﾍﾞﾈﾌｨｯﾄと制約 
b)技術の状態(商用利用可能か否か) 
c)ﾀｰｹﾞｯﾄとするﾏｰｹｯﾄ 
d)技術の機能や意図する適用領域

に関する情報 
e)ﾕｰｻﾞｰﾆｰｽﾞの説明 
f)規制情報 
g)技術のｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝや性能を理解す

るための情報 
h)技術のﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽｸﾚｰﾑ(定量的なﾊﾟ

ﾗﾒｰﾀｰ､ﾃｽﾄ等により計測､質的な

側面により表されたもの) 
i)環境負荷価値､ﾈｶﾞﾃｨﾌﾞ､ﾎﾟｼﾞﾃｨﾌﾞ

な影響として表現される技術の

性能 
j)他の関連情報 
k)実証機関は申請者が技術を十分

に説明するための情報を提供す

ることを担保しなくてはならな

い 
l)その他 

2)設計における基本的考え方 
3)構造･機能説明書 
4)処理性能 
5)標準設計図 
6)設置実績資料 
7)技術性能ﾃﾞｰﾀ 
8)維持管理要領書 
9)設置条件 

(3)その他 
1)会社概要 
2)参考資料等 

【第 7 章 実証試験計画の策定 2.】 
実証申請者は､実証機関に対し､実

証試験計画の内容について合意承

諾した旨の文書を提出することと

する｡ 

f)規制情報(海外市場もﾀｰｹﾞｯﾄとす

る場合､その対象国の規制も含む)
等､現状の実証申請書の様式に含ま

れていない事項がある｡ 

ISOWG ﾄﾞﾗﾌﾄの規定に合わせて実

証申請書の様式を変更すべきか? 
→これについては､早急に結論を得

ることが困難と考えられる場合

は､次年度､各実証機関と調整し

つつ､実証申請書の様式変更の可

能性を検討することとしてはど

うか｡ 

6.1.1.3 Initial 
assessment of 
technology 
relevance and 
eligibility for 
verification   

実証機関は､実証対象技術の妥当性

や適格性を判断しなければならな

い(shall)｡ 
<要件> 
i.実証に十分たり得る技術であるこ

とを示す情報 
ii.商用利用の準備が整っているこ

と 
iii.ﾕｰｻﾞｰﾆｰｽﾞとの関連 
iv.技術のｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ 

【第 6 章 2.対象技術の選定の観点】 
(1)形式的要件 

①申請技術が､対象技術分野に該

当するか 
②申請内容に不備は無いか 
③商業化段階にある技術か 
④同技術について過去に公的資

金による類似の実証等が行わ

れていないか(国負担体制の分

野に限る) 

- - 
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項目 ISOWG ﾄﾞﾗﾌﾄの記述概要 H25事業実施要領 相違点 27年度以降の事業実施要領改定に
当たっての論点(案) 

v.環境ﾌｧｸﾀｰ(影響) 
vi.技術実証のｽｺｰﾌﾟ 

(2)実証可能性 
①予算､実施体制等の観点から実

証が可能であるか 
②実証試験計画が適切に策定可

能であるか 
③実証試験にかかる手数料を実

証申請者が負担可能であるか

(手数料徴収体制の分野に限

る) 
(3)環境保全効果等 

①技術の原理･仕組みが科学的に

説明可能であるか 
②副次的な環境問題等が生じな

いか 
③環境保全効果が見込めるか 
④先進的な技術であるか 

実証機関が申請を拒否した場合は､

その理由が文書により申請者に対

して提供される｡ 

【第 6 章 1.対象技術の選定手続(5)】 
実証機関は､対象技術の選定結果に

ついて､全ての実証申請者(対象技

術に選定されなかった技術の実証

申請者も含む)及び実証運営機関に

通知する｡なお､審査の結果､当該技

術を実証の対象としないこととし

た場合には､当該申請者への通知に

際しその理由を明示するものとす

る｡ 

- - 

･実証機関は実証ﾁｰﾑが備える必要

がある技能を特定する必要があ

る｡ 
･実証機関は実証要員が十分な能力

を有し､実証に足りうることを決

定しなくてはならない｡ 

【第 4 章 2.実証機関選定の観点】 
(2)技術的能力 
･技術分野に関する十分な実績を有

していること 
*新たに設立される法人について

は､技術分野に関する十分な実績

- - 
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項目 ISOWG ﾄﾞﾗﾌﾄの記述概要 H25事業実施要領 相違点 27年度以降の事業実施要領改定に
当たっての論点(案) 

を持つ人員を有していること 
･実証試験を実施する技術的能力を

有する十分な人員､試験設備を有

していること(必要に応じ､実証試

験の一部を､委託･請負契約等に基

づき､外部機関に実施させること

は妨げない) 
*自ら試験研究機関を持たない機

関については､上記(1)､(2)の観点

を踏まえ､十分な組織･体制及び

技術的能力を擁する組織と連携

する等により､実証機関としての

役割を果たせる体制が明確であ

ること 
6.2.1 
Specification 
of Verification 
Parameters 

実証項目や価値は申請者により設

定される､または申請者と実証機関

との協議や合意に基づき設定され

る｡ 

【第 7 章 実証試験計画の策定】 
･実証機関は､実証試験要領に基づ

き詳細な試験条件等を規定するた

めの実証試験計画を､実証申請者

との協議を行いつつ､技術実証検

討会の検討･助言を踏まえ作成し､

環境省に提出する｡ 
･実証申請者は､実証機関に対し､実

証試験計画の内容について合意承

諾した旨の文書を提出することと

する｡ 
･1.において､ある対象技術につい

て､当該対象技術の特徴により当

該実証試験要領で想定していない

ような副次的な環境影響が生じる

等､当該技術に適用される実証試

験要領に従っては当該技術の環境

保全効果等が適切に実証できない

- - 

実証項目には以下を含まなければ

ならない(shall､事務局注:｢以下を含

む｣は｢以下を踏まえて決定する｣と

いう意味との認識)｡ 
i.環境性能や技術に関する詳細のｸﾚ

ｰﾑ 
ii.同様の技術の最新の環境性能 
iii.既存の実証手続きや国際規格等

標準化された方法論を含む同類

技術の技術ﾚﾌｧﾚﾝｽ 
iv.ﾕｰｻﾞｰのﾆｰｽﾞ 
v.法律､規制､法令の要件(該当する

場合) 
vi.技術性能ﾊﾟﾗﾒｰﾀに関連する動作

- - 
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項目 ISOWG ﾄﾞﾗﾌﾄの記述概要 H25事業実施要領 相違点 27年度以降の事業実施要領改定に
当たっての論点(案) 

条件､および技術設計上の特徴 
vii.適切と考えられる他の要件(例:

追加のﾊﾟﾗﾒｰﾀ) 

おそれがあり､実証試験要領に定

められた試験方法を一部変更する

ことが適切である場合には､実証

機関は､環境省と協議し､実証申請

者の了承を得た上で､必要に応じ､

実証試験要領と異なる試験方法を

採用することができるものとす

る｡ 
6.2.2 
Verification 
Plan 

<実証試験計画に含める必要がある

(shall)事項> 
a)実証される技術に対して作成 
b)実証項目がどのように決定され

るかについての説明 
c)計画される実証の技術かつ運用

に関する詳細 
d)ﾃｽﾄ設計とﾃｽﾄの原則の全体的な

設定 
e)ﾃｽﾄのﾃﾞｰﾀ品質と評価法 
f)必要なﾃﾞｰﾀの結果 

- 
※分野別実証試験要領で規定(閉鎖

性海域分野の例) 
1.表紙/実証試験参加者の承認/目

次 
2.実証試験参加組織と実証試験

参加者の責任分掌 
3.実証試験実施場所の概要 
4.実証対象技術の概要 

･実証対象技術の原理と目的 
･実証対象技術の設置状況､処

理量又は負荷の容量､大きさ､

重量等 
･主な消耗品､消耗材､電力等消

費量 
･実証対象技術の維持管理に必

要な作業項目 
･生成物の特性と発生頻度､取

り扱い時の注意事項 
･実証対象技術の維持管理に必

要な技能 
5.実証試験の方法 

(1)試験期間における全日程 
(2)実証対象技術の設置及び原

- - 

6.2.2.1 
Outline of the 
operational 
planning 
document of a 
verification 
process 

<実証計画に含まれることを担保し

なければならない(shall)要素> 
A.ﾌﾟﾛｾｽの一般的な情報 

I.概要紹介 
1)技術名称 
2)提案者の名称や連絡先 
3)実証機関(VO)の名称や連絡

先 
4)専門家を含む実証機関の組

織構造 
5)実証ﾌﾟﾛｾｽの一般的な概要

(overview) 
II.技術実証のｽｺｰﾌﾟ 

- - 
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項目 ISOWG ﾄﾞﾗﾌﾄの記述概要 H25事業実施要領 相違点 27年度以降の事業実施要領改定に
当たっての論点(案) 

III.性能ﾊﾟﾗﾒｰﾀｰの仕様 
1)実証のためのﾃｸﾆｶﾙﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ

ﾊﾟﾗﾒｰﾀｰ 
2)環境性能ﾊﾟﾗﾒｰﾀｰ(負荷と効

果の両方) 
3)追加的なﾊﾟﾗﾒｰﾀｰ 

IV.関連する稼働条件や技術の設

計特性 
B.既存ﾃﾞｰﾀ 
C.ﾃｽﾄの設計とﾃﾞｰﾀの質に係る要件 

a)ﾃｽﾄの設計 
b)参考分析や計測(必要に応じて) 
c)ﾃｽﾄﾃﾞｰﾀ要件(量や質のｽﾍﾟｯｸ) 
d)ﾃﾞｰﾀﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ 
e)品質担保ﾃｽﾄやﾃﾞｰﾀのｺﾝﾄﾛｰﾙ 
f)ﾃｽﾄﾚﾎﾟｰﾄの要件 

D.実証のｽｹｼﾞｭｰﾙ 
E.参考文書 
F.附録(条件や定義等) 

状回復に関する留意事項 
(3)調査項目 
(4)維持管理に係る技術情報 
(5)その他の調査項目 
(6)活用する既存試験結果の概

要 
6.ﾃﾞｰﾀの品質管理 

･精度､完全性等､ﾃﾞｰﾀ品質指標

(DQI)を使用するﾃﾞｰﾀの種類

とその手法 
･試料採取に用いる機器･分析

機器の校正､関連資料等､追加

的な品質管理情報の提出の必

要性 
7.ﾃﾞｰﾀの管理､分析､表示 
8.監査 
9.付録 

6.3 
Verification 
Process  
6.3.1 
Assessment of 
existing data 

<実証において考慮されるための要

件> 
i.ﾗﾎﾞによる分析が決められた手順

に従って行われること 
ii.ﾃｽﾄの手続き､実施､ﾃﾞｰﾀは文書化

され正式に管理されること 
iii.生ﾃﾞｰﾀや質が管理されたﾃﾞｰﾀが

利用可能であること 
iv.ﾃｽﾄの設計や原則､ﾃｽﾄﾃﾞｰﾀは実証

試験要領に規定されている要件

を満たしていること 

【第 8 章 実証試験の実施】 
実証機関は､以下の全ての要件が満

たされる場合には､技術の実証に必

要な実証試験の一部又は全部を､実

証申請者が保有するﾃﾞｰﾀを提出さ

せ､これを審査することをもって代

えることができる｡ 
(1)実証試験を省略させることがで

きる旨が実証試験要領に明記さ

れていること 
(2)実証試験計画に実証試験を省略

させる範囲が明記されているこ

と 

- 
※実証試験要領で規定のない分野

は､既存ﾃﾞｰﾀの活用を認めていな

い(=ISOWG ﾄﾞﾗﾌﾄよりも厳しい

規定)と認識 
※ただし､分野間での活用条件がま

ちまちであるため､ISO-ETV に関

係なく､今後､分野間の一定の整

合性を取っていくことが望まし

い 

- 
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項目 ISOWG ﾄﾞﾗﾌﾄの記述概要 H25事業実施要領 相違点 27年度以降の事業実施要領改定に
当たっての論点(案) 

(3)当該ﾃﾞｰﾀの取得機関及び当該ﾃﾞ

ｰﾀの品質の基準が実証試験要領

に明記されており､この基準をｸ

ﾘｱしていること 
※閉鎖性海域分野での規定例 

実証機関は､実証申請者が保有

し提出される既存ﾃﾞｰﾀのうち､以

下のﾃﾞｰﾀの取得機関､ﾃﾞｰﾀの品質

の基準を満たし､ﾃﾞｰﾀの客観性･信

頼性が十分に確保できると判断し

た場合には､技術の実証に必要な

実証試験の一部を省略し､実証申

請者が提出したﾃﾞｰﾀにこれをもっ

て代えることができる｡ただし､こ

れらの既存ﾃﾞｰﾀを実証試験の全て

に代えることはできない｡ 
実証機関がﾃﾞｰﾀの客観性･信頼

性を判断する際に､実証試験計画

書策定前にあらかじめ技術実証検

討会において検討され､活用の可

否について助言を受けなければな

らない｡ 
なお､この実証申請者が提出し

たﾃﾞｰﾀによる実証試験の一部を省

略する範囲については､実証試験

計画に明記する必要がある｡ 
ﾃﾞｰﾀの取得機関:環境計量証明機

関又は実証機関などにおいて

求められる品質管理ｼｽﾃﾑに準

ずるｼｽﾃﾑを構築し､適切な品質

管理を行っていると認められ

る機関｡ 
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項目 ISOWG ﾄﾞﾗﾌﾄの記述概要 H25事業実施要領 相違点 27年度以降の事業実施要領改定に
当たっての論点(案) 

ﾃﾞｰﾀの品質:ﾃﾞｰﾀの取得にあたっ

ては､本試験要項Ⅳ.1.実証試験

の条件(10ﾍﾟｰｼﾞ)､同2実証試験

の調査項目(11 ﾍﾟｰｼﾞ)と同じ方

法又はこれに準じた方法によ

るものであること｡ 
試験結果の取得期間は､実証対

象技術への応募申請の日から遡

り､概ね 5 年以内に取得した結果

であって､実証試験に適用しよう

とする製品及び用材の品質や､試

験実施対象の海域環境等に大きな

変化がないことが認められる期間

であること｡ 
6.3.2 Testing 
6.3.2.1 Test 
planning 

<ﾃｽﾄ機関の要件> 
1)分析､測定機関は ISO/IEC17025国

際規格を満たしている必要があ

る(shall meet) 
2)検査機関は ISO/IEC17020 国際規

格を満たしている必要がある
(shall meet) 

3)製品認証機関は ISO/IEC17065 国

際規格を満たしている必要があ

る(shall meet)､あるいは 
4)全てを満たしていること 

【第 4 章 2.実証機関選定の観点】 
JISQ9001(ISO9001)｢品質ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽ

ﾃ ﾑ 要 求 事 項 ｣ ､

JISQ17025(ISO/IEC17025) ｢ 試験 所

及び校正機関の能力に関する一般

的要求事項｣等に準拠した品質管理

ｼｽﾃﾑを構築していること 

(現段階では､ISO-WG内での方向性

が明確になっていない) 
(上記 2.と同様) 

6.3.2.2 Test 
performance 

<ﾃｽﾄﾚﾎﾟｰﾄで文書化されなければな

らない項目> 
1)ﾃｽﾄ機関の名称と所在地 
2)ﾃｽﾄ機関の能力 
3)評価される技術 
4)ﾃｽﾄおよび報告書の日付 
5)実施した試験の種類 

(上記 3.23 と同様) - (上記 3.23 と同様) 
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当たっての論点(案) 

6)ﾃｽﾄを行う要員の名前と能力 
7)ﾃｽﾄに使用した規格､基準､規制等 
8)規格等からの逸脱およびﾃｽﾄ結果

に対する影響 
9)ﾃｽﾄの結果 
10)使用検査機器の種類 
11)試験装置のｷｬﾘﾌﾞﾚｰｼｮﾝの日(該

当する場合) 
12)結論 
注:ﾚﾎﾟｰﾄの分離が必要ない場合､は

ﾃｽﾄﾚﾎﾟｰﾄは annex として､実証報

告書の一部とすることができる｡ 
6.3.3 
Assessment of 
all data and 
final 
verification 

実証項目に係るﾃﾞｰﾀの分析や評価

は実証機関により実施されなくて

はならない｡ 

- 
※分野別実証試験要領で規定(湖沼

等分野の例) 
測定ﾃﾞｰﾀには､正確で信頼性の

高いことが求められる｡測定者､

試料の保存状態､試薬､分析環境

等様々な要因によって誤差やﾊﾞﾗ

ﾂｷを生じるため､実証機関は､試

料採取から分析操作､結果の集計

に至るまで精度管理を実施する｡ 
定量的なﾃﾞｰﾀ品質指標 (DQI, 

Data Quality Indicator)としては､ 
･精度(同一試料を分割し､それ

ぞれ個別に測定して得られる

標準偏差またはﾚﾝｼﾞ)､ 
･完全性(妥当な試料数を計画

した試料数全体で割って得ら

れるﾊﾟｰｾﾝﾃｰｼﾞ)､ 
等が挙げられる｡実証試験計画の

策定の際には､DQI による精度管

- ISOWG ﾄﾞﾗﾌﾄに合わせた規定を追

加すべきか? 
(分野別実証試験要領の規定は､

ISOWG ﾄﾞﾗﾌﾄの規定を逸脱してお

らず､より具体化したものと位置づ

けることができると思われるため､

特段改訂する必要はないと考えら

れる) 
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項目 ISOWG ﾄﾞﾗﾌﾄの記述概要 H25事業実施要領 相違点 27年度以降の事業実施要領改定に
当たっての論点(案) 

理が必要なﾃﾞｰﾀがあればそれを

特定し､容認基準と評価手順を定

め､実証試験計画に記載する｡ 
DQI を用いた精度管理が不要

と判断されたﾃﾞｰﾀについては､標

準作業手順書の遵守､二重測定等

の方法による精度管理を実施す

る｡ 
6.3.4 
Reporting and 
Verification 
statement  
6.3.4.1 
Verification 
report 

実証試験報告書には､付録として実

証中に生成されたすべての関連文

書が含まれる｡ 
1)実証試験計画(実証試験要領) 
2)ﾃｽﾄ計画 
3)ﾃｽﾄ報告書 
4)必要な手順からの逸脱の報告 

(上記 3.23 と同様) - (上記 3.23 と同様) 

6.3.4.2 
Verification 
statement 

<最低限含めなければならない

(shall)事項> 
a)実証された技術の説明 
b)申請の領域､ﾃｽﾄ条件､実証される

ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽﾊﾟﾗﾒｰﾀｰが満足する仮説

(設定)等を含む実証されたﾊﾟﾌｫｰ

ﾏﾝｽﾊﾟﾗﾒｰﾀｰのまとめ 
c)実証機関が従った手続きのまと

め 
d)ﾃｽﾄ結果のｻﾏﾘｰ 
e)verification statementの理解や使用

のために必要な追加的な情報 
注:ETV 手順の下実証されていない

情報を含める必要がある場合､明

確に記述され､説明されなければ

ならない｡ 

(上記 3.24 と同様) - (上記 3.24 と同様) 

6.3.4.3 ･実証試験結果報告書､verification 【第 9 章 実証試験結果報告書の作 ･ISOWG ﾄﾞﾗﾌﾄに従う場合､実証試 ･実証申請者によるﾚﾋﾞｭｰと承認に
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項目 ISOWG ﾄﾞﾗﾌﾄの記述概要 H25事業実施要領 相違点 27年度以降の事業実施要領改定に
当たっての論点(案) 

Verification 
report and 
statement 
submission 

statement(関連する場合)は､実証機

関によって署名されなければなら

ない｡ 
･実証機関は､ﾚﾋﾞｭｰと承認のために

実証申請者に報告書を提出しなけ

ればならない｡ 

成 2.】 
実証機関は､承認を得た実証試験結

果報告書について､実証申請者へ通

知する｡ 

験結果報告書と広報資料(実証試

験結果概要部分)に押印欄等を設

ける必要が生じることになる｡ 
･実証試験結果報告書に関する実証

申請者によるﾚﾋﾞｭｰと承認は､これ

までも実質的に各実証機関で対応

いただいているが､最終的な責任

主体は環境省という立てつけのた

め､敢えて事業実施要領上には位

置づけていない｡ 

ついて､事業実施要領上で規定す

べきか?(実証試験結果報告書に関

する最終的な責任主体は環境省と

いう立てつけを変えないのであれ

ば､これまでと同様に敢えて既定

する必要はない､とも考えられる) 
･実証試験結果報告書と広報資料

(実証試験結果概要部分)に押印欄

等を追加すべきか? 
→早急に結論を得ることが困難と

考えられる場合､次年度各実証

機関と調整しつつ､検討するこ

ととしてはどうか｡ 
6.4 
Post-verificati
on Process 
6.4.1 Review 
and Approval 

･ﾚﾋﾞｭｰと承認ﾌﾟﾛｾｽは､実証を行うﾁ

ｰﾑが実証に係る一連のﾌﾟﾛｾｽや手

続きに従うことを担保する品質管

理のﾒｶﾆｽﾞﾑである｡ 
･ﾚﾋﾞｭｰや承認を行う個人は､実証を

実施した､あるいは実証試験計画

に関係したことがある実証機関の

ﾒﾝﾊﾞｰであってはならない(shall)｡
中立でなくてはならない(shall)｡ 

【第 4 章 2.実証機関選定の観点】 
(1)組織･体制 
･JISQ9001(ISO9001)｢品質ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼ

ｽ ﾃ ﾑ 要 求 事 項 ｣ ､

JISQ17025(ISO/IEC17025)｢試験所

及び校正機関の能力に関する一般

的要求事項｣等に準拠した品質管

理ｼｽﾃﾑを構築していること 
･構築した品質管理ｼｽﾃﾑを文書化し

実施すること 
･定期的な内部監査を実施すること 
※詳細は分野別実証試験要領で規

定(建築物外皮分野の例) 
当該組織は､実証試験が適切に

実施されているかどうか､監査を

実施しなければならない｡実証試

験を外部請負業者に委託してい

る場合は､外部請負契約者におけ

る当該業務を監査の対象とする

ISOWG ﾄﾞﾗﾌﾄに従う場合､内部監査

は､実証試験の業務から独立した要

員が行うものとする必要が生じる

ことになる｡ 

左記の｢できる限り｣という文言を

削除することが可能か? 
→早急に結論を得ることが困難な

論点と考えられる場合､次年度各

実証機関と調整しつつ､検討する

こととしてはどうか｡ 
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項目 ISOWG ﾄﾞﾗﾌﾄの記述概要 H25事業実施要領 相違点 27年度以降の事業実施要領改定に
当たっての論点(案) 

こと｡ 
監査は試験期間中に 1 回以上

行うこととする｡ 
また､この監査は､できる限り

実証試験の業務から独立した要

員が行うものとする｡ 
監査の結果は当該組織の最高

責任者に報告すること｡ 
6.4.2 
Publication 

実証機関は､verification statement ま
たは実証試験結果報告書がﾕｰｻﾞに

公開されていることを保証しなけ

ればならない｡ 

【第 9 章 実証試験結果報告書の作

成 3.】 
環境省は､全ての実証試験結果報告

書について､実証試験結果の如何を

問わず､次章の規定によりｳｪﾌﾞｻｲﾄ

に公開する｡ 

- - 

6.5. 
Re-verificatio
n Process 

･実証機関は､verification statement
が実証された技術がﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽに影

響をあたえる重要な変化が生じて

いない限り有効であることを担保

する必要がある｡ 
･実証試験結果報告書や verification 

statement 使用の期間を申請者に明

示しなければならない｡ 

【第 14 章 免責事項】 
対象技術の基本性能に関する仕様

が変更された場合には､変更後の技

術に対しては､実証結果報告書のﾃﾞ

ｰﾀは適用されない｡ 

- - 
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項目 ISOWG ﾄﾞﾗﾌﾄの記述概要 H25事業実施要領 相違点 27年度以降の事業実施要領改定に
当たっての論点(案) 

･実証申請者は､実証対象技術に関

して次の変化が生じた場合､実証

機関に知らせなくてはならない

(shall)｡ 
i.実証されるﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽﾊﾟﾗﾒｰﾀｰの条

件 
ii.所有権 
iii.基準､技術要件､法的要件 
iv.技術の改変(設計) 
v.当初の性能結果を改良､影響を

与えるような変化 
･実証機関は verification statement に
有効期限を設定することができ

る｡ 

- 
 

(現段階では､ISO-WG内での方向性

が明確になっていない) 
※実証申請者→実証機関への連絡

が確実に行われたかを確認する

ための方法論を具体化すること

が困難なことから､左記のような

規定化を見送った経緯がある 
※我が国では､｢実証試験結果報告

書は､実証試験を行った時点での

技術性能を表すもの｣との考え方

を採用しているため､ETV ﾛｺﾞﾏｰｸ

には有効期限を設けていない 

- 

 


